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資料 11 ダイオキシン類対策特別措置法に基づく土壌汚染対策の体系等 

第五条 法第二十九条第一項の政令で定める要件は、人が立ち入ることができる地

域（工場又は事業場の敷地の区域のうち、当該工場又は事業場に係る事業に従事

する者以外の者が立ち入ることができないものを除く。）であることとする。 

 

３．ダイオキシン類対策特別措置法に基づく土壌汚染対策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．ダイオキシン類に関する土壌の常時監視に係る調査測定について 

（平成 12 年１月 14 日付け環水土第 11 号、環境庁水質保全局長通知） 

（常時監視のために必要な調査測定の種類） 

  ダイオキシン類による土壌の汚染については、経時的な濃度変化が比較的小さく、

一般に局所的であるという特徴を有していることから、地域における土壌中のダイオ

キシン類濃度の状況を効率的に把握するとともに対策の実施が必要な地域を早期に発

見するためには、同一地点で繰り返し調査測定を実施するより、広域的に調査地点を

選定し実施することが適当である。 

 

２．ダイオキシン類対策特別措置法施行令 

（対策地域の指定要件） 

土壌 ダイオキシン類による汚染 

人が立ち入る可能性のある

（事業者負担） 
公害防止事業費事業者
負担法 
（国庫負担）公害の防
止に関する事業に係る
国の財政上の特別措置
に関する法律 

地域指定（法第 29 条） 

（ダイオキシン類土壌汚染対策地域の指定）

計画策定（法第 31 条） 

（ダイオキシン類土壌汚染対策計画の策定）

対策事業 

（汚染土壌の除去等） 

指定解除（法第 30 条） 

（ダイオキシン類土壌汚染対策地地域の指定解除） 

【環境大臣の同意】

《環境審議会の意見聴取》 

《関係市町村長の意見聴取》 

（指定地域の公告・環境大臣への報告・関係市町村長への通知）

《関係市町村長の意見聴取》 

《公聴会の開催（対策地域住民の意見聴取）》 

（対策計画の公告・関係市町村長への通知）


